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1 はじめに 一研究の目的一

「国家があなたに何をしてくれるのかを考えるのではない、あなたが国家に対して何をでき

るのかを考えなさい。」これは、ケネディ (John F.Kerlnedy)大統領の言葉である。近年の

アメリカでは「 コミュニティ・ サービス学習 (Cornmunity Service― Leaming)」 1)(以
下、略

して「サービス学習」という言葉を用いることとする)に関する議論が盛んであるが、その議

論の支持者たちは、必ずと言っていいほどにこの一節を引用する。そして、アメリカでは、

「相手のために気を配って尽くすこと」(『 オックスフォー ド現代英英辞典』)と いう意味での

「サービス」が、伝統的に国家および市民の精神的基盤となってきたことを強調する。

しかしその一方で、彼らは、そのような「サービス」の精神が、近年、アメリカ市民の間で

薄らいできたことを憂慮する。いわゆる、アメリカ市民の個人主義的な (individualistic)傾

向である。そのような傾向は、「 コミュニティ」(「社会的相互依存関係にあり、共に討議や決

定に参加し、他者の利益や倫理にかなう活動を共有する人々の集団」
2))を

破壊 し、人間相互

の結び付きを希薄なものとした。このままではアメリカ社会そのものも崩壊しかねない、とい

うのが彼らの主張である。その原因を特定するために多くの研究者が議論を重ねている。その

ような中で、特に教育に関する領域では、公民教育 (civic education)3)の 不十分さをあげる

論者が多い。例えば、ウェー ド (Rahima Co Wadの は、『 コミュニティ0サ ービス学習』

(1997年)の中で、「個人の権利ばかりを重視しようとする社会の考え方は、民主主義の下で公

民教育を実践するためには不適切な指針となる」
4)と

指摘する。その上で、「その代わりに、公

民教育のもう一つの見方、すなわち、個人主義的なものと共同主義的なものとの両者によって

導き出される見方が提示されるべきである」
5)と

述べる。そして、最終的に、ウェードは、「サー

ビス学習」に、次のような性格が与えられ、実践されるべきであると主張するのである。すな

わち、「公民教育の一つのストラテジーとしてのサービス学習は¨ ・̈、多様な民主社会におい

て、年齢・性別 0人種・民族・ 階級・能力の間のギャップを埋めながら、共有された目標の下

に協働することで、われわれを統合するという潜在能力を持っている」 (傍点筆者)。

本研究の目的は、近年のアメリカにおける「 コミュニティ・ サービス学習」の議論を整理し、

その構造を明らかにすることにある。その際、特に、歴史的・制度的・方法的の三方面からア

プローチすることとした。具体的には、第一に、「サービス学習」の歴史的変遷を、アメリカ
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社会における青少年による「サービス」の歴史、そして、学校教育における「サービス学習」

の歴史という二側面から明らかにする。第二に、近年の「サービス学習」の制度的な確立を、

1990年 に制定された「国家とコミュニティ 0サ ービス法」を取り上げ、その制定過程および内

容を分析することから明らかにする。そして、第二に、「サービス学習」の学校カリキュラム

ヘの統合のされ方およびその学習プロセスの一般的傾向を明らかにする。

「サービス学習」は社会科教育と無縁ではない。その議論を整理することは、社会科教育の

コアである「公民的資質 (Citizenship)」 の育成を考える上で有益な作業となるであろう。

2 コミュニティ・サービス学習の歴史的変遷

(1)ア メリカにおける「サービス」の伝統

アメリカ人にはしばしば「個人主義者 (individualists)」 というレッテルが貼られる。では、

この「個人主義」には本来どのような意味があるのだろうか。

個人主義には二つの側面がある。一つは、「自己の力を信じてたくましく生きていく積極的

な個人主義」という肯定的な側面である。もう一つは、「個人が強い自信を抱くということは、

その反面として他に対する思いやりを欠くということになり、また協調の精神が乏しいという

ことにもなる」という否定的な側面である7、
今日のアメリカ社会が、前者の肯定的な側面の

性格を有する市民によって建設 0維持されてきたことは疑いのない事実である。しかし、近年

「サービス学習」を支持する論者は、後者の個人主義の否定的な側面に目を向ける。つまり、

それがアメリカ社会で無制限に拡大したために、アメリカ社会は分裂の危機にあるというので

ある。本来、個人主義の肯定的な側面と否定的な側面は、「他者に危害を及ばさない範囲で自

己追求や自己決定の権利が最大限に保障される反面、義務や責任、自己管理能力が各個人に厳

しく求められる」
8)と ぃぅかたちで、バランスをとるものとアメリカではみなされてきた。 し

かし、近年の家族生活 0宗教的伝統の崩壊や地域的政治参加の形骸化は、そのようなバランス

がもはやとれなくなってきているという危惧をアメリカ市民に抱かせるに至ったのである。マッ

キンタイヤ (Alasdair Maclntyre)の 『美徳なき時代』、ベラー (Robert N.Bellah)の 『心

の習慣』、ブルーム (Allan BlooOの『アメリカン・ マインドの終焉』といった共同体主義

者の出版物
9)が

、そのようなアメリカ市民の意識の変化に大きく寄与したことは周知の事実で

あろう。では、そのような病理現象を克服するためには一体どのような手立てがあるというの

だろうか。その手立てこそ、共同体の再建とそれにともなう連帯性の確保、そして、学校教育

においては、学校とコミュニティの連携を押し進め、例えば、サービス学習という学習方法を

導入することであった。

共同体主義者およびサービス学習の支持者は、アメリカの個人主義の伝統のその一方で、ア

メリカ市民の間には「共同性の倫理 (c6rrmunal ethic)」 という伝統が存在してきたを強調す

る。ニューイングランド地方の「タウンミーティング」の議論を持ち出すまでもなく、ガール

スカウトやボースカウトなどの子どもたちによるボランティア組織、さらには公民権運動など

の草の根的な協同活動が、アメリカの歴史のあちこちで見受けられることは、歴史の専門家で

ない筆者のような者でも容易に気付くことである。実は、この伝統が、サービス学習の成立に

は非常に重要な文脈を提供することとなる。

国家の政策 レベルとしては、例えば、ルニズベル ト (Frattlin Do Roosevelt)大 統領が

「資源保護市民部隊」を組織したことが有名である。1933年 に確立され、1942年に解散するま
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でに、延べ 3百万人を超える失業青年が、この組織の下に治山治水事業に動員された。また、

ケネディ (」Ohn F.Kennedy)大 統領は「平和部隊」を組織した。1961年 に確立された「平和

部隊」では、多 くの青年が発展途上国へ派遣 され、近代化の手助けを した。 ジョンソン

(Lyndon」ohnson)大統領が、「アメリカの貧困に対する戦争」という政策の一貫として、

「アメリカに対するサービス・ ボランティア」を組織したことも有名である。また、民間のレ

ベルでは、1970年代に入り、1960年代の公民権運動・ ベトナム反戦運動の流れを汲んだ全国的

な市民運動が広がる中で、「資源保護青年部隊」(1970年)・ 「カリフォルニア資源保護部隊」

(1976年)0「資源保護若者部隊」(19田年)な どのサービス活動が組織されていった。国家 レ

ベルと民間レベルとの立場の違い、あるいは活動の目的の違いこそあれ、これら一連のサービ

ス活動が間接的に近年のサービス学習の議論に影響を及ぼしたことは事実であろう。また、政

府が「国家とコミュニティ・ サービス法」などを作るなどしてサービス学習の動きに敏感に対

応できたことも、さらには、実際にサービス学習を展開している学校が地域との連携を容易に

結べたことも、これらのサービス活動が継続的にそして広範囲にわたってアメリカにおいて実

施されていたからである。

しかし、これらは今日の「サービス学習」との関連で言えば、サービス学習を展開 しやすく

する土壌を提供したにすぎない。より直接的に今日の「サービス学習」の議論に影響を及ぼし

たのは、『危機に立つ国家』(1983年)の刊行にともなう1980年 代の教育改革論議。、そして、

1990年以後に矢継ぎ早に制定されたサービス学習に関するいくつかの法律であった。教育改革

論議の主旨は、一般に、『危機に立つ国家』に典型的に見られる、基礎的教科の履修強化とい

う側面でのみ解釈されがちである。しかし、改革論議をより詳細に分析 してみると、「サービ

ス学習」の必要性に関する言及の多いことがわかる。ここで興味深いのは、「基礎的教科の履

修強化」も「サービス学習」も、「人類の一員としての歴史一時点におけるわれわれすべてに

共通の思想 0経験・伝統」Dの一部として取り扱われているということである。つまり、「サー

ビス」そのものがアメリカの伝統であり、その伝統を回復することは、「弱いアメリカ」から

「強いアメリカ」へと転換するために必要不可欠の作業とされたのである。

『危機に立つ国家』の刊行以後、フォード財団 (Ford Foundation)や モット財団 (Mott

Foundation)と いった慈善事業団体からの資金援助を背景に、「サービス」に関わる団体の設

立が相次ぐ。その例としては、「キャンパス奉仕活動連盟」(1984年 )、「キャンパス同盟」(1985

年)、「サービスと資源保護に関する全国協会」(1985年 )、「青年サービスアメリカ」(1985年 )な

どをあげることができる。このような団体の活動に影響を受け、1980年代の後半までに、全米

20州以上が青年を対象とした州レベルのサービスプログラムを開発 した。また、その動きは

1990年代に入り、地方・学校レベルヘと移行してきている②。

このような州レベルの活動は、ついには、大統領をも動かすこととなる。ブッシュ (George

Bush)大統領は、1989年、ホワイトハウスに「国家サービス局 (Office Of National Service)」

を設置、そして、1990年、「国家とコミュニティ 0サ ービス法 (Natiёnal ttd Corrmunity

Service Act)」 を制定した。さらに、その法律に基づいて「国家とコミュニティ・ サービス委

員会 (Commission on National and Corrmunity Service)」 が設置され、その委員会の審査

を通過した団体に対しては、一般市民のサービス機会の増大を目的として、資金面や技術面で

の援助がなされた。具体的には、7300万 ドル (日 本円で105億円)に及ぶ資金援助が、1992年 と

1993年 の財政年度にそれぞれ行われたのである。さらに、クリントン (Bill Clinton)大 統領
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は、1993年、「国家とコミュニティ・ サービス信託法 (National and Community Service

Trust Act)」 を制定 した。そして、同法に基づ き「全国サービス組合 (Corporation for

Nttional Service)」 が設立され、コミュニティにおけるサービス活動のネットワーク化が一

層進行することとなった。「アメリカ組合 (Americorps)」 や「高齢者組合 (Senior cOrps)」

といった今日のサービス学習のネットワーク化の推進において中心的な役割を担っている全国
‐

組織の団体もその過程で組織され、ここに、現在のサービス学習の基盤ができる上がる。今日

のサービス学習の議論の焦点は、第一に、公立学校 (幼稚園から高校まで)におけるサービス

学習プログラム、第二に、高等教育機関におけるサービス学習プログラムの開発・実施である

が、この焦点はこれ以後より明確なものとなっていくのである。

前述した通り、近年のサービス学習の動きは、州レベルから地方・学校レベルヘと移行 して

いる。つまり、理論的・政策的な議論からより実践的な議論へと研究のウェイトが移行してき

ている。そして今日では、中学校・高校レベルでのサービス学習の義務化は日常的なものとなっ

た。また、学校カリキュラムの中にサービス学習を積極的に統合しようとする動きも、近年多

くの学校で見られるようになった。

(幼 アメリカにおける「コミュニティ・ サービス学習」の歴史的変遷

コンラッドとヘディン (Dan Conrad and Diane Hedin)に よれば、「サービス学習」に関

する議論には、アメリカ教育史上、三つの大きな波があった。それらの三つの波を、ここでは、

第一に、1930年代の「社会改良主義的 (social reform)」 サービス学習、第二に、1970年代の

「参加民主主義的 (pttticipatory democracy)」 サービス学習、そして第二に、1980年代以降

の「共同体主義的 (corrmunitarianism)」 サービス学習とそれぞれ名付けることとする。次に、

コンラッドとヘディンのサービス学習に関する歴史的なレビューを参考しながら、その変遷を

明らかにしてみたいD。

第一の「社会改良主義的」サービス学習は、1930年代の進歩主義教育全盛の時代に誕生した。

当時のサービス学習の支持者は、その多くがデューイ (」ohn Dewey)の 教育哲学に依存 して

いた。それは、「彼が直接的に教育の一つの方法としてサービスを支持 したからではなく、む

しろ、学習がどのように生じるのか、教育にはどのような目的があるのかといった問いに対す

る彼の考えが、他者の幸福のために方向づけられた行為に関する学習論に豊かな論理的理由づ

けを提供するからである」0。 そして、コンラッドとヘディンによれば、「学校に基づくコミュ

ニティ・サービス (school― based community service)」 の最も早い支持者は、キルパ トリッ

ク (William Kilpatrick)で あった。コンラッドとヘディンは、彼の「学習はリアルなコミュ

ニティの要求に応じる努力と関わりながら、学校の外側のリアルな場所において生じるべきで

ある」
Dと いう考えに注目する。その上で、彼の「プロジェクト0メ ソッド (Praect Method)」

が、サービス学習の起点となる考え方であると結論づける。後述するが、「プロジェクト・ メ

ソッド」において示された四段階、すなわち「目的の設定」「計画の作成」「計画の遂行」「結

果の検討」という学習プロセスは、今日のサービス学習に十分生かされている。。こうして、

1930年代を通して、サービス学習に関する考えは多くの進歩主義者によって語られた。彼らに

共通する考えは、学校は社会改良の価値を繰り返 し学習させるべきであり、また、そのために

必要な態度・知識・技能を教えるべきである、というものである。。

第二の「参加民主主義的」サービス学習は、1960年代から70年代にかけての、様々な市民運
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動の動きに刺激されて誕生 した。国家レベルの動きでは、ベ トナム戦争の兵役に代わるサービ

ス活動として、前述の「アメリカに対するサービス・ ボランティア」を中心として様々なサー

ビスプログラムが開発された。それらの中でも、「全国生徒ボランティアプログラム」は学校

に基づくサービスプログラムとして、その開発原理および内容において今日のサービス学習に

関する議論の中で取り上げられることがある。当時、サービス学習を主張する多くの論者は、

一様に、「青年のコミュニティからの分離」という問題点から、サービス学習の必要性を指摘

した。したがって、当時のサービス学習について論じた多くの報告書では、「青年をコミュニ

ティに再統合すること、青年と広範な人々との交流を強調するもの、青年をより現実的で意義

のある課題に関与させようとするもの、サービス活動を含んだ多様な直接的な活動を通 して責

任感を育てようとするもの」③などが論点とされたのである。その最 も代表的な理論家であり

プログラム開発者が、ニューマン (Fred M.Newlnttn)で あった。彼が1975年 に著 した『市

民行為のための教育』のは、コンラッドとヘディンによれば、「『社会政策に効果的に影響を及

ぼす』ために必要な態度・技能 0知識を発達させるためにコミュニティ・ サービスを利用する

ことを提案した最も総合的で洗練された書物である」が。ニューマンのプログラムの特徴は、

当時のサービス学習が社会教育的な色彩を強く持ちながら展開されている中で、社会科を中心

とした教科学習においてサービス学習を展開する方法についての提案であったことである。教

科学習とコミュニティにおけるサービス活動の統合の視点は、今日のサービス学習における一

つの眼日でもある。そして、ニューマンの示した「学際的な (interdisciplinary)」 視点 もまた

今日のサニビス学習に関するプログラムの中で強調されている視点である。しかし、このよう

なニューマンの興味深いいくつかの指摘は、1970年代半ばから起こる「基礎に帰れ (Back to

Basics)」 運動の中で徐々にその勢いを失っていく。

再びサービス学習が注目を浴びるのは、第二の、「共同体主義的」サービス学習であった6

1983年 の『危機に立つ国家』にともなって沸き上がった教育改革論議の中で、多くの報告書・に

おいてサービス学習の必要性が論じられた。例えば、グッドラッドは『学校と呼ばれる場所』

の中で、教育を改善するための実践の一つの事例としてサービス学習を挙げ、また、ボイヤー

は『高校』の中で、高校は卒業必修単位の中に120時間のサービス活動を含むべきだと提案 し

た"。 そのような強い影響力を持つ教育改革に関する報告書の中でサービス学習の必要性が論

じられたことが、前述したコミュニタリアニズムによる個人主義の批判と共同体への回帰の思

想と結びつき、1980年代以降サービス学習を一つのブームとした理由である。前出のニ ュー■

ンもそのようなコミュニタリアニズムの思想を支持し、「公的市民 (public citizen)」 という言

葉を使って、サービス学習の必要性を次のように説明する。「民主的で公的な市民の最大の課

題は、公共善の性質やそれを達成する方法について他の市民とともにじっくり考えることであ

る」の。ニューマンに代表されるように、自分自身のことだけではなく公共善のことも考えて

行動できる市民を育成することが、「共同体主義的」サービス学習の基本的な考えであった。

そして、今日のサービス学習の理論的基盤にも、この「共同体主義」の視点が存在する。

3 「国家とコミュニティサービス法」の制定と近年のサービス学習

(1)「サービス法」の制定過程および内容

「国家とコミュニティ・ サービス法 (National and Community Service Act)」 (以下、略

して「サービス法」という言葉を用いることとする)の制定には、直接教育とは関係のない政
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治的な意味あいも含まれるゆ。しかし、仮にそのような要素が強かったとしても、「サービス

法」は、次の二方面からの要求に対応するために制定されたと考えることができる。その二つ

とは、第一に、「青年の改革 (youth refOrm)」 を強調する立場からの要求 (→外部からの要

求)、 第二に、「教育の改革 (education reform)」 を強調する立場からの要求 (→ 内部からの

要求)である。

ここでもコンラッドとヘディンの考えを参考にしたい。「青年の改革」の立場では、サービ

ス学習を「青年の価値観を改善する一つの手段」と捉える。つまり、「私生活中心主義・快楽

主義・ 目的喪失といった傾向を持つ若者がますます増加しているという認識は、彼らが広範な

社会の中で無力さを感じ、そしてそれゆえに、彼らがその社会の中で意義ある役割を担うとい

う感覚を持っていないという調査結果が公表される中で、今や当然のこととなって しまっ

た。」"と いう認識に基づいて、サービス学習の必要性を論じる。一方、「教育の改革」の立場

では、サービス学習を「学校における学習とコミュニティにおける行動とを結合させる一つの

手段」と捉える。つまり、「 (サ ービス学習は、)多 くの教室の学習指導に見 られる婉曲的な抽

象性を和らげ、その代わりに、すべての事実や原理が本来的で実用的な意味を持っていること

を暗示させる、現実生活との結びつきをともなったいくつかの文脈に、情報を位置付ける。ま

た、それは、学問的な内容と実生活における問題との結合を支援することによって、学習者の

動機づけも行う。さらに、実生活と関連したサービス学習は、学習者が個人的に行動するプロ

セスで、知識の保持をも支援するのである」のと。このように、サービス学習は「生徒の社会

的成長と社会的発達」と「生徒の知的発達と学問的な学習」の両者に渡って肯定的な影響を及

ぼすのである20。

次に、「サービス法」の制定過程について述べてみたいわ。

1990年 10月 16日 、ホワイ トハウスと議会を通過 し、1990年 11月 16日 、 ブッシュ (George

Bush)大統領が署名することで、「サービス法」が成立した。同法に基づき、「国家とコミュニ

ティ・ サービスに関する委員会 (Corrlmission on National and CommuFlity Service)」 を設

置、大統領の推薦と議会の承認を経て21人の委員が選出され、1991年 10月 20日 、初会合が持た

れた。委員会では、次の四つの領域を、主たる審議対象とした。①幼稚園・小学校・ 中学校・

高校 (K-12 schools)、 ②高等教育 (higher education)、 ③青年団体 (yOuth corps)、 ④国家

サービスモデル (national service models)で ある。また、委員会は、1992年 1月 、1992年財

政年度に7500万 ドルの補助金を割り当てることを決定した。その上で、1992年 2月 13日 から3

月23日 の間に、補助金に関する公募を行った。委員会は、388の応募者 (団体)か ら504件の申

請書を受け取り (申請された補助金の総額2億2600万 ドル)、 審議の結果、その中から153件 の

申請書に対して補助金を交付することを決定する (総額6750万 ドル)。 その結果は、1992年 6

月8日 、申請者に伝達されている。補助金の具体的な内訳は、①と②が合わせて2250万 ドル

(①が1620万 ドルで57件、②が630万 ドルで58件 )、 ③が2250万 ドルで30件、④が2250万 ドルで 8

件であった。委員会は、残りの750万 ドルを、「ヘッドスター ト計画 (Head Start)」 や「平和

部隊 (Peace Corps)」 といった政府主導による革新的なプログラム、あるいは大統領令によ

る「青年サービス奨学金制度 (Youth Service Awards)」 、さらには、サービスに関する地域

の情報サービスセンターの活動資金などに割り当てた。また、委員会は、1992年 11月 に、 ミネ

アポリス・ ロスアンジェルス・ ワシントンで、「サービス法」に関する公聴会を開催し、コミュ

ニティ・ サービスに関係する人々から、コミュニティサービスの現状に関する意見を収集して
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いる。

次に、「サービス法」の構成について触れてみようか
。それは、大きく次の四つに分かれてい

る。この四つは先に示 した、四つの領域に対応するものである。

①学齢期の青年のサービス学習 (副題B-1)

②高等教育におけるコミュニティ・サービス (副題B-2)

③青年団体 (副題C)

④国家サービス (副題D)

このうち、特に、学校教育におけるサービス学習に関連する①に焦点を絞り、その内容を詳

細に論じることとする。筆者の問題関心であるサービス学習は学校教育段階におけるものであ

り、この①の部分に、1990年代のサービス学習の特徴である「学校カリキュラムヘのサービス

学習の統合」という視点が提示されている。

①学齢期の青年のサービス学習 (副題B-1)では、次の二つの目標を設定している。

1.サービスをカリキュラムの中心的な実践とする小学校・中学校・高校が、すべての州と多くの都市地

域に存在すべきである。

2.すべての中学校の生徒は、高校に入学する前に少なくとも一度は、コミュニティ0サ ービスプログラ

ムに、理想的には夏休み中に、参加するべきである。

その上で、サービス学習の性格を、次の四つから明らかにしている。

A. 「サービス学習」の過程で、生徒は、現実のコミュニティの要求に対応し、学校とコミュニティの協

力の下に組織された、思慮深く組織されたサービスの経験へ活動的に参加することを通して学習する。

「サービス学習」は、生徒の学問的なカリキュラムに統合され、生徒が実際のサービス活動の中で行っ

た 0見たことについて、考え・語り・書くために必要な構造化された時間を提供する。

「サービス学習」は、生徒に、彼ら自身のコミュニティにおける現実生活の立場の中で、新 しく獲得

した技育旨・知識を使用する機会を提供する。

「サービス学習」は、生徒の学習を、教室を超えコミュニティにまで拡大することによって、学校で教

えられたことを促進する、さらに、他者に対する思いやりの感覚を発達させることを援助するのである。

B.

C.

D.

さらに、「総体的な権威」として、次のように、補助金を提供する個人や団体の資格につい

て言及している。①の中心的な箇所なので全文を示しておきたい。

第111項 総体的な権威 (General Authority)

(a)一般に :教育省長官の諮問機関であるこの委員会は、第102項の下に、州および地方の応募者に対

して補助金を提供する。

(1)そ の応募者とは、州全体の学齢期にある青年を対象としたサービス学習プログラムを実施するこ

とに対する (補助金や資格ある諸機関との契約を通 して達成されるかもしれない)州の行為能力

を計画 したり、開発 したりすることを目的としたものである。

lAl そのプログラムには、サービス学習プログラムに参加する諸個人や諸機関にサービスの機会が

提供される、教師や指導主事に対する、コミュニティの諸機関による準備教育および現職教育

が含まれる。

(Bl そのプログラムには、サービス学習に関するカリキュラムを開発すること、そして、生徒がサー
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ビスの経験を分析 し応用する発達段階に応 じた学習の要素を設定することが含まれる。

lCl そのプログラムには、学校に基づくコミュニティサービスプログラムを開発するために地方と

のパー トナーシップを築 くことが含まれる。

lDl そのプログラムには、青年のサービス機会の教育的価値、そして青年のサービスプログラムの

コミュニティヘの効果を調査 し評価するために適切な方法を考案することが含まれる。

lEl そのプログラムには、コミュニティにおいて明確な有効性を持った、非営利のコミュニティに

基づく諸機関の可台ヒな限りの参画を保障するために、効果的な社会活動および宣伝を確立する

ことが含まれる。

(F)そ のプログラムには、学問的なカリキュラムヘのサービス学習の統合が含まれる。

(D その応募者とは、地方のパー トナーシップによって調整され実施されるプロジェクトや活動に利

用することのできる連邦の補助金を州に分配することを通 して、学校に基づくサービス学習プロ

グラムを実行 し、調整 し、拡大することを目的としたものである。

lAl その地方のパー トナーシップには、地方の教育機関が含まれる。

lBl その地方のパー トナーシップには、一つあるいはそれ以上のコミュニティのパー トナーシップ

が含まれる。

(1)そ のコミュニティのパー トナーシップには、サービスの機会を参加者に利用できるようにす

る、公的あるいは私的な非営利な機関が含まれる。

(壺)そ のコミュニティのパー トナーシップには、私的で非営利なビジネスの機会あるいは公立の

初等学校・ 中等学校が含まれる。

ほ)そ の応募者とは、地方のパー トナーシップによって調整され実施されるプロジェクトや活動に利

用ることのできる連邦の補助金を州に分配することを通 して、 ドロップアウトの青年、学校外の

青年、他の青年を対象としたサービス学習プログラムを実行し、調整し、拡大することを目的と

するものである。

lAl その地方のパートナーシップには、恵まれない青年と一緒に働く、一つあるいはそれ以上の公

的あるいは私的で非営利な機関が含まれる。

lBl その地方のパートナーシップには、サービスの機会を参加者に利用できるようにする、公的あ

るいは私的なリト営利な機関を含む,一つあるいはそれ以上のコミュニティのパートナーシップ

が含まれる。

に)そ の応募者とは、地方のパートナーシップによって調整され実施されるプロジェクトや活動に利

用することのできる連邦の補助金を州に分配することを通して、危機にある生徒、 ドロップアウ

トの青年、学校外の青年の教育を改善するために、学校へ大人のボランティアを導入するプログ

ラム、あるいは学校と公的あるいは私的な諸機関とのパートナーシップを実行し、調整し、拡大

することを目的とするものである。

lAl その地方のパートナーシップには、地方の教育機関が含まれる。

lBl その地方のパートナーシップには、一つあるいはそれ以上の公的あるいは私的で非営利な機関

あるいは私的で営利を目的としたビジネスが含まれる。    ・

(b)直接的な補助金 :州 がこの副題の下にプログラムに参加しないいくつかの事業年度において、委員

会は、その州における地方の応募者に対して、(a)で述べた目的のために州が直接的に補助金を

使用できる分担金を用意するかもしれない。委員会は、そのような地方の応募者を評価するために

第114項で述べたカリキュラムを応用するかもしれない。

これを分析することで、「サービス法」に提示されたサービス学習のアウトラインが見えて

くる。そして、それが近年のサービス学習の一般的な傾向となっている。

まず(alで は「一般的な (in general)」 サービス学習の形態が、(b)で は委員会の審査の対象
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とならない補助金の使い道が示されている。(alは さらに細分化され、(al(1)で は、補助金提供

の資格対象となる州政府およびコミュニティの団体、さらには学校について述べられている。

1980年代後半の教育改革論議が州主導であることは前に触れたが、その傾向はここにも現れて

いる。補助金はまず州に提供され、州教育局の管理下において、その補助金はコミュニティや

学校に配分される。また、準備教育や現職教育などの教師教育プログラムにも、この補助金は

利用されるであろう。(a)(21で は実際にサービス学習プログラムを実施する際に必要となる、

「地方のパートナーシップ」について述べられている。プログラムが開発されても、それを実

施 し継続するためには、当然補助金が必要となる。「学校とコミュニティとの連携」は1990年

代に入り教育改革の一つの方向性となっているが、サービス学習でもこのような視点が重視さ

れているという点を見逃 してはならない。また、la)ほ )で は、特に ドロップアウトした生徒あ

るいは初めから高校に通わない生徒を対象としたサービス学習プログラムにも補助金を提供す

ることが述べられている。さらに、(aに )で はそのような学齢段階の青年を対象とした社会教

育的なサービス学習プログラムを進めるために必要となる「地方のパートナーシップ」に補助

金を提供することが述べられている。

この「サービス法」を契機として、これ以後サービス学習の議論は徐々にではあるが、州 レ

ベルから地方レベルヘとその議論の場を移行していくこととなる。こうして、「学校に基づく」

サービス学習プログラムに関する研究が、より実践的なものへと移行し、地方および学校 レベ

ルでユニークな実践が誕生 していくこととなる。

次章では、学校に基づくサービス学習プログラムにはどのような形態があるのかを明らかに

する。それは、学校における日常的なカリキュラムにサービス学習をどう統合していくかの方

法を明らかにすることでもある。その前に、次節において、まず、近年のサービス学習プログ

ラムの特徴に触れておきたい。

(幼 近年のサービス学習の特徴

近年のサービス学習の特徴は、 ミドルスクールの改革と呼応しているという点である。もち

ろん、小学校や高校でも様々なサービス学習が実践されているが、ミドルスクールのものが非

常に多いことが特徴である。また、そのミドルスクール改革に大きな影響を及ぼしているのが、

ボイヤーの『転換点-21世紀のために若者を準備すること一』のであった。そこでは、八つの改

革の視点が挙げられているが、その中でサービス学習と関係があるのが次の視点であるゆ。

○学校とコミュニティの諸機関はミドルスクールの生徒の成功に対する責任を共有すべきである。

さらに、その上で、その視点を実践するために有効な手立てとして、次の五つが挙げられて

いる31)。

1青年のサービスに生徒を位置づけること

2福祉的・社会的サービスヘの生徒のアクセスを保証すること

3ミ ドルレベルの教育プログラムを支援すること

4教師と生徒のために情報源を増加させること

5生徒の職業ガイダンスを拡大すること
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さらにボイヤーは、サービス学習と関連する、上記の1についてより詳しく次のように述べ

る。すなわち、「すべてのミドル段階の生徒は、コアとなる学習プログラムの中で、コミュニ

ティあるいは学校において他者を援助する活動である青年のサービスに含まれるべきである。

青年のサービスは、同情、人間の価値や尊厳への関心、人間の多様性に対する寛容性と評価、

社会的正義への欲望を含んだ、市民的資質 (citizenship)に 関する価値を若者に教えることが

できる。また、青年のサービスにおいて、生徒は、協力、問題解決、葛藤の解決といった行為

に対する技能を獲得する。」のと。このボイヤーの提案には、具体的なプログラムに関する言及

はない。しかし、他の国家レベルの報告書
3め と相まって、その後のサービス学習プログラムに

大きな影響を及ぼしたことは事実である。

また、より具体的な提案としては、次のようなものがある。

「 イ ンター ンシップと経験主義教育のための全国協会 (恥 Nttional Society for

lnternships and Experiential Education/NSIEE)」 は、「サービスと学習を結合させた良い

実践の諸原理 (Principles of Good Practice in Combining Ser宙 ce and Learning)」 として、

次の10の原理をあげているの。

1(効果的で継続的なプログラムは)共通善 (the commOn good)に 対する責任のあるそ してや りがい

のある行為に人々を従事させる。

2(効果的で継続的なプログラムは)自 らのサービスの経験を批判的に振り返るために組織的な機会を人々

に提供する。     ‐

3(効果的で継続的なプログラムは)関与 したすべての人々に対 してはっきりとしたサービスと学習の目

標を組織する。

4(効果的で継続的なプログラムは)要求を持った人々がそれらの要求を提案することを許可する。

5(効果的で継続的なプログラムは)関与 した個人と組織の責任を明確にする。

6(効果的で継続的なプログラムは)サ ービスを取 り巻 く環境が変化することを認める過程を通して、サー

ビスの提供者とサービスの要求者を調和させる。

7(効果的で継続的なプログラムは)誠実で活動的で継続的な組織的関与を期待する。

8(効果的で継続的なプログラムは)サ ービスと学習の目標を達成するために、訂1陳・監督・監視・支援・

再確認・評価を含む。

9(効果的で継続的なプログラムは)サ ービスと学習のために必要となる時間が、柔軟で適切でそして関

与するすべての人々にとって最善のものであることを保証する。

10(効果的で継続的なプログラムは)多様な人々が、多様な人々とともにプログラムに参加することを可

能にする。

ここでは、サービス学習プログラムの性格が示されている。効果的で継続的なサービスプロ

グラムを開発するためには、これらの10個 の視点を大切にする必要があることを、彼らはアメ

リカ全土から膨大な数に及ぶ実践を集め、分析することで明らかにしている。この中にある視

点はどれも、プログラムを開発する際に重要な視点となるであろう。しかし、これらは、プロ

グラム開発の視点を提供したに過ぎない。サービス学習の全体像を明らかにするためには、サー

ビス学習が学校全体のカリキュラムの中でどのように位置付くか、あるいは、サービス学習は

実際にどのように展開していくかを明らかにする必要がある。次に、それを明らかにしたい。

4 サービス学習の学習プロセス
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(1)サ ービス学習の分類

コンラッドとヘディンは、学校に基づくサービス学習プログラムを、日常的な学校カリキュ

ラムに統合される度合いに応じて、次の五つに分類しているの。図の見方は、 1か ら5へ と進

行にするにつれて、より学校カリキュラムに統合される度合いが強くなることを示している。

特別なイベントとク

ラブ活動

サービスに関する履

修単位あるいは必修

単位

存在するコースのた

めの実験室

コミュニティサービ

スに関する授業

学校全体あるいは幼

月ヽ中高一貫のサービ

ス

1 3

日常的な学校カリキュラム

の部分ではない

日常的な学校 カ リキュラム

の部分である

第一は、「特別なイベントとクラブ活動」である。今日ほとんどの高校が、このタイプの

サービスプログラム、すなわち、サービスと関連した特別なイベントやクラブ活動を計画・ 実

施している。近隣の清掃活動や、クリスマスに向けて子どものためにおもちゃを集めることな

どは、最も典型的な事例である。これらの活動は、通常、生徒会の委員会活動やクラブ活動の

一貫として計画・実施される。全国の高校の約51%(1986年)が、このタイプのプログラムを

実施 しており、ニューマンとルター (Robert A.Rutter)の言葉を借りれば、「最 も一般的な

タイプのサービスプログラム」ということになる"。 生徒は、平均して一週間に約一時間、こ

のタイプの活動を行うが、これが履修単位に換算されることはない。

コンラッドとヘディンは、このタイプのサービス活動を次のように評価 している。「 これは

サービスの最も純粋な (purest)形 態である。なぜなら、その活動は厳密に自発的であり、生

徒は通常学校から履修単位や休暇を受け取らず、しかし、彼らはプログラムの存在や方向性に

重要な責任を負っているからである。」めしかし、これは学校カリキュラムヘの「統合」 という

視点から見れば、最も遠いところにあることも事実である。日本の文脈で言うなら、特別活動

におけるサービス学習であろう。日本の多くの学校で実践されている学習活動である。

第二に、「サービスに関する履修単位あるいは必修単位」である。このモデルでは、学校は

コミュニティサービスを奨励するだけでなく、実際にサービス活動を行った生徒に対 して単位

を提供する。例えば、ある時間数のサービス活動を行った生徒に対して「コミュニティサービ

ス単位 (corrlmunity service credit)」 が提供されるのである。 (あ る学校では、100時間が一

学期の単位に相当する。)ま た、他の場合では、高校卒業必修要件として特定の時間数のサー

ビス活動を課す学校もある。そして、このタイプの実践に共通の手続きとして、生徒が、どの

ような活動を行うのか、どのくらいの期間にゎたってその活動を行うのか、どのような目的で

その活動を行うのか、さらには、仮に生産物があるとするならどのような生産物がその活動に

よってもたらされるのかといったことを、活動以前にアウトラインとして提出することがあげ

られる。この生徒より提出されたアウトラインは、プログラムの実施過程でそれを評価したり

「認証 したりする (certify)」 支援者としての教員やカリキュラムコーディネーターによって再

検討されるであろう。

このプログラムのポイントは、そのサービス活動が通常の学校カリキュラム、とりわけ教科

学習と関係がないということである。言い換えるなら、それは、教師などの学校関係者による

最小限の監視を含んだ、一つの独立した活動である。学習の中心に「なすこと (doinυ 」があ
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るという点を除けば、今日のサービス学習に関する議論の中心はここにはない。

第二は、「存在するコースのための実験室」である。このモデルにおいて、生徒は、存在す

るコース (教科)の学習に必要な資料を集め、また、獲得した技能を試験し、応用するための

方法としてサービス活動を行う。例えば、「現代社会の争点 (contemporary issues)」 の授業

では、取り上げた争点を解決することを目的としたサービス活動に参加することにより、生徒

は他の社会問題に対する深い洞察力を獲得するかもしれない。また「数学やフランス語」を履

修した生徒は、そこで得た知識を年下の子どもに教えることによって、数学的・語学的な技能

を試験したり、拡大することができるかもしれない。「家庭科」を履修 した生徒は、低所得者

層の夫婦の家において、ペンキ塗りに関する技能を応用することができるかもしれない。

このサービス活動は、教室における学習前の活動となるか、あるいは教室における学習と同

時進行中の活動となる。また、それは、「コース (教科)外の単位 (extra credit)」、あるいは、

あるコースにとっての必修の活動、さらには、ある単元の仕上げの活動として取り扱われるか

もしれない。カリキュラムヘのこのタイプの統合は、基本的なカリキュラム・ スケジュール・

職員の配置をそれほど大きく変化させることなく取り組めるため、多くの学校が、学校カリキュ

ラムの中にコミュニティサービスを導入することを可能にするであろう。サービス学習の第一

歩としては、非常に価値ある実践である。しかし、この活動でも、コース (教科)の 内容・技

能との統合の視点は次に紹介する二つにタイプに比べると弱い。そして、今日議論されている

サービス学習の中心は、次の二つのタイプである。

第四は、「コミュニティサービスに関する授業」である。このモデルは、学校カリキュラム

における学際的なコースの中で、「行動と反省の相互交換 (the interchange of action and

reflection)」 を行うという特色をなす。この場合、サービス活動は、活動そのもののためと、

教室における学習に刺激を与えるために実施される。また、教室における学習の役割は、生徒

がサービス活動から学習することを援助し、サービス活動をより効果的に行なえるように、情

報や技能を提供することにある。

典型的な事例は、一日に2時限、一学期を通して実施される社会科の実践である。生徒は一

週間に4日 間はコミュニティにいてサービス活動を行い、一日は教室にいてその活動を反省す

る。社会科だけでなく場合によっては他教科に関する授業が加えるられることで、生徒はニコー

ス分の単位を獲得する。特別な予算を組む必要もなく、授業は連続する2時限で行われるため、

他教科の学習活動に大きな影響を及ぼすこともなく、サービス学習が実施されることとなる。

学習活動の計画・実施・反省は、主として生徒に委ねられているので、生徒には十分な時間を

与えることが必要である。

第五は、「学校全体あるいは幼小中高一貫のサービス」である。アメリカでもめったに存在

しないモデルであるが、サービス学習が、学校全体、あるいは、学区全体すなわち幼小中高一

貫として実施されることがある。それぞれの学校は、各教科固有の内容や技能が、他者の幸福

を目的とした活動においてどのように応用されうるのかを決定する。例えば、「児童心理」の

生徒は孤児院で働き、「工芸技術」の生徒はお年寄りの家の修理を行い、「英語」の生徒は老人

ホームの住民のために手紙を読み 。書き、「数学」の生徒は非営利の企業でコンピューターに

関するサービ不を提供する。また、学校内では、すべての学年の生徒が、異年齢の生徒のチュー

ターを行うことによって、サービス活動が実施されるかもしれない。言い換えるなら、学校全

体のモデルは、第二のコミュニティを「実験室 (Lab)」 と捉える考え方を学校カリキニラム
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全体に拡大したものと考えられる。そして、幼小中高一貫のモデルは、すべての学校段階にお

いて、発達年齢に応じたサービスの機会を提供しながら、水平的だけでなく垂直的にそのモデ

ルを拡大するものである。

このアプローチの最大の強みは、サービス活動が、動機づけの弱い生徒の単発的な活動に終

わるのではなく、すべての生徒の継続的で統合的な活動となる、ということである。また、こ

のタイプのモデルすべてに共通して言えることは、生徒が、教育は何かを獲得するものではな

く、他者の生活を改善するために利用されるものであるということを意識しながら、学校で獲

得した知識・技能をコミュニティにおいて応用するということである。

以上、コシラッドとヘディンの論を参考にしながら、サービス学習を学校カリキュラムに統

合するの五つの方法を明らかにした。この 5類型を、今日のサービス学習に関する議論との関

連において解釈すると、次のようなことが分かる。すなわち、アメリカにおけるサービス学習

に関する実践の展開は、第一のタイプから第五のタイプヘと移行してきている。

第一のタイプでは、学問的な学習、つまり教科の学習の中にサービス活動を統合していこう

という意図はほんとんどない。このタイプは、日本で言うところの「特別活動」の領域におい

てサービス学習を展開しよういうものである。また、第二・第二のタイプでは、サービスに関

する特別の時間や単位を設定することで、生徒がコミュニティにおいてサービス活動を行うこ

とを保証している。しかし、それらのタイプでも、教科学習とコミュニティにおけるサービス

活動を統合しようという視点は弱い。確かに、第二のタイプに見られる、教室における教科学

習で学んだことをコミュニティにおけるサービス活動に応用していこうとする学習観はサービ

ス学習において大切な視点である。しかし、その場合でも、大切なのは何よりも教科の学習で

あり、コミュニティにおけるサービス活動はそれを充実したものにする、補完的な役害Jを になっ

ているにすぎない。第四・第五のタイプでは、サービス活動に重きを置き、積極的に学校カリ

キュラムに統合させようという視点が強い。特に第四のタイプでは、「学際的なカリキュラム」

という視点が重視され、教科間のつながりを大切にしながら、教科学習とサービス学習の統合

が目指される。筆者が注目するのは、この第四のタイプのサービス学習プログラムである。つ

まり、サービス学習で大切なのはまずサービス活動そのものである。しかし、活動だけでは不

十分である。よリサービス活動を充実したものにし、さらに、教科の学習をも充実したものに

するためには、両者の統合なくしては考えられない。教室とコミュニティの往復関係の中で、

生徒の学習を成立させることがサービス学習のコアとなる。

日本における実践との比較で考えみると、また興味深い指摘ができる。日本では多くの学校

で第一の活動と第五の活動の一部を行っている。第五のタイプは、アメリカでは「めったに存

在 しないタイプ」鋤であっても、日本ではむしろ近年の「ボランティア学習」への関心の高ま

りの中で、サービス学習を学校全体の取り組みとしていることが多い。しかし、その一方で、

第二・第二・第四のタイプのサービス学習は非常に少ないことも指摘できる。教科の学習を疎

かにし、もっばら子どもの体験的な活動を強調する日本におけるサービス学習には、第二・第

二 0第四のタイプから学ぶ点が多い。今後、教科の学習の中にどのようにサービス学習を導入

していくか、その目的・方法に関する研究が進展することを期待したい。

(a サービス学習の学習プロセス

サービス学習は、サービスという行動だけで成立するのではない。自分が行ったサービス活
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動を、活動する前に、活動している中で、活動した後で「振り返る (re■ection)」 という認識

レベルでの作用こそが、サービス学習の中心とならなければならない。ニューマンは次のよう

に述べる。「われわれの究極的な教育目標は、社会参加の割合や量を増加させることだけでな

く、民主的で倫理的な原理に沿って、公的な出来事に影響を及ぼす能力を生徒に身に付けさせ

ることである。コミュニティヘの参加という大切な学習形態は、この能力を身に付けさせるの

に必要である。しかし、参加のみでは多くの教育的効果を期待することはできない。そのため

には、参加がしっかりとした研究と深い反省に基づいて実行されなければならない。」
Dそ のよ

うに述べた上で、 ニューマンは、サービス学習には「反省的市民参加 (Reflective Civic

Participation)」 という観点が必要であると結論付けるのである。       ,
実際、近年のサービス学習の議論を振り返ると、その学習プロセスの中に「振り返り」の視

点が強調されていることがわかる。例えば、全国 ミドルスクール協会では、「準備 (Preparati

on)」「サービス (Service)」「振り返り (Reflection)」「学習発表会 (Celebration)」 の四つの

段階をあげ、この四段階がサイクルすることでサービス学習が成立することを述べている40。

また、 ウェー ドは「準備」「協力 (Collaboration)」「 サー ビスJ「 カ リキュラムの統合

(Curriculum lntegration)」 「振り返り」「学習発表会」の六つの側面をあげているの。ウェー

ドは全国 ミドルスクール協会のように、その六つの段階がサイクルするとは述べていないが、

いずれにせよ、サービス学習において「振り返り」の視点が大切であることを指摘したことに

はかわりない。

さて、ここでは、サービス学習における学習プロセスを分かりやすく図式で示している、 ミ

ネソタ州の提案を紹介してみたい。 ミネソタ州は、全米でも屈指の教育州であり、サービス学

習に取り組んだのも1980年代半ばと非常に早い。そのミネソタ州教育局が、1992年 に、サービ

ス学習のモデルプログラムである『青年のコミュニティサービス対するモデルとなる学習悧

を発表した4の
。その報告書には、プログラム開発段階に行政関係者だけでなく教師や高校生が

含まれている点、州の教育目標とサービス学習プログラムとの接点を明確にしている点など、

興味深い視点が多く含まれている。それらの有益な視点に関する研究は、今後の研究課題とし

たい。ここでは、報告書に提示されたサービス学習の学習プロセスのみを取り上げて紹介 した

い。なお、本稿を執筆するにあたり多くの示唆を受けたコンラッドも、同プログラムを開発す

る際のスタッフとして参加していることを紹介しておく。

次ページの図は、サービス学習の学習プロセス4の でぁる。図中に示された通り、サービス学

習における学習プロセスは、「教師の行動」「生徒の行動」「教師/生徒の協力による行動」「 コ

ミュニティに関わる行動」の四つから構成される。また、学習プロセ.ス は、この図に示された

通り、12の段階から構成される。12の段階は連続するものであり、また、先に示 した全国 ミド

ルスクールの提案と同じように、サイクルするものでもある。

全国 ミドルスクール協会の四段階と関係付けると、よりその性格が明らかとなるであろう。

つまり、①から⑦までが「準備」、③が「サービス」、⑨⑩が「振り返り」、⑪が「学習発表会」

である。また、⑫は次のサービス学習における「準備」ということになる。ここで注意 しなけ

ればならないのは、「振り返り」は狭義に考えれば⑨⑩だけであるが、広義に考えれば12のす

べての段階にわたって行われる、ということである。このように、サービス学習はサービスの

活動だけで成立するものではない。図に示された数多くの段階があって、初めてサービス学習

が成立するのである。
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また、次の二つの点も重要な視点として確認 しておきたい。第一に、この学習プロセスが

「学び方 (how to leam)」 を学ぶ過程であるということである。サービス活動以外の様々な

学習プロセスにおいて、生徒は学習方法を身につける。例えば、図に示されたように、「正確

な情報を集め、まとめる」「その情報に基づいて学習の計画を立てる」「学習終了後に自分の学

習を振り返る」「そして、新たな学習の計画を立てる」といった一連の学習の流れは、サービ

ス学習に限らずすべての学習において大切な流れである。そのような学習プロセスを、生徒は

サービス学習で身につけることとなる。そして、第二に、このようなサービス学習のプロセス

では、従来の教師=生徒関係は変更を余儀無くされるということである。つまり、サービス学

習では、教師は情報の提供者であり、生徒は情報の受容者という図式ではなく、生徒は情報の

提供者であり、情報の受容者でもあるという図式が成立する。生徒の受容的な立場が改められ、

・生徒の積極性が強調されるのである。また、その生徒の学びは、教師と生徒とコミュニティと

の協力において成立するのである。

ここで紹介したのは、一つの事例にすぎない。しかし、このような段階が、サービス学習に

関する多くの実践中で重視されていることもまた事実である。また、特に、日本における実践

との関連で言えば、日本の実践では、このような一連の学習プロセスを大切にしたものは少な

い。その多くが、活動のみを殊更強調しているのが現状である。「振 り返り」を中心にした、

サTビ ス学習の成立が、今後の日本におけるサービス学習の課題であろう。

5 おわりに 一サービス学習の問題点一

次の一文は、マザーテレサのものである。「今の時代一番大きな病気は自分は誰からも必要

とされていない、誰からも望まれていないという孤独です。」病床で苦 しみ、身寄 りからも見

放されてしまった病人に対する介護の必要性についての発言であるが、今日の学校教育にも同

様の指摘があてはまるのではないだろうか。登校拒否、いじめ、自殺、教師に対する暴力など、

子どもたちの学校をめぐる問題行動は、このマザーテレサの言葉にあるように、彼らが学校に

おいて必要とされず、孤独感に陥っていることにより生 じたものである。学校で必要とされな

くとも、地域社会や家庭において必要とされれば、それでもまだ彼らに救いの道はある。 しか

し、その社会が学校化されてしまっている現代社会の現状を考えれば、学校から飛び出さざる

を得なかった子どもたちは、家庭や地域社会においても「落ちこばれ」のレッテルを貼 られて

しまうのである。

サービス学習は、子どもたちに、「私たちは役立っているんだ」「私たちだってがんばればで

きるんだ」という感覚を身に付けさせるのに役立つ。それは、学校・社会 0家庭のどこにも居

場所のなかった子どもたちに、生き生きと生活できる場所を与え、「市民」として成長 してい

く機会を与えるものである。また、サービス学習では、「他者のために」「他者とともに」とい

う観点が大切にされる。社会から遊離し、自分のからに閉じこもってしまった若者を、もう一

度、社会という共同体の絆につなぎ止めようという思想が、サービス学習の中心にある。

本研究では、アメリカにおける「コミュニティ・ サービス学習」の構造を明らかにした。よ

り詳細な実践レベルの議論は、今後の課題としたい。最後に、サービス学習の問題点と、それ

に対する筆者の見解を明らかにしておきたい。

サービス学習をめぐる議論の最大の問題点は、サービス学習を強制することの意味であろう。

サービス学習の理念的基盤となる「ボランティア」とは、無償性と自発性の二つが中心的な性
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格である。このうち、無償性はサービス学習でも保証されているが、自発性は必ずしも保証さ

れているとは言い難い。例えば、今日アメリカの多くの学校では、その卒業要件としてある一

定の時間数のサービス学習を生徒に課 しているが、これなどは「ボランティアの強制」に当た

るのではないかという疑間が当然生じる。あるコラムなどでは、近年のサービス学習を「 クリ

ントンの兵役」と表現 しているものもある。しかし、そのような判断には、「サービス学習は

サービス活動だけで成立するのではない」という観点が抜け落ちている。サービス学習は先に

示した通り、「振り返り」を重視した学習活動であり、「学び方」を学ぶ学習活動である。そこ

では、活動はサービス学習の一部にすぎない。にかかわらず、活動だけを殊更強調するのは、

サービス学習の本質を見誤ることとなる。サービス学習を論じるに当たり、必ず直面する問題

に、「公 (public)」 と「私 (privatめ」の関係性に関する問題がある。サービス学習を批判的

に捉える人は、サービス学習が「公」への無批半Jな服従を助長するものだと判断する。しかし、

サービス学習では、後者の「私」の側面をないがしろにするわけでない。教室における教科の

学習において、正確な知識に基づく個性的な価値判断を育てていくものサービス学習の重要な

側面である。そのような意味で、「公」と「私」の統一は、サービス学習の中においてこそ達

成されると言っても過言ではないであろう。

【言主】

1)サービス学習の一貫として、例えばあるミドルスクールでは、次のような活動を行ってい
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